
「（仮称）神楽山風力発電事業環境影響評価準備書」 に対する環境大臣意見

本事業は、JR東日本エネルギー 開発株式会社が、福島県いわき市において、

総出力最大68,800kWの風力発電所を設置するものである。

本事業は、再生可能エネルギーの導入に資するものであり、 また、福島県を始

めとした「福島県阿武隈風力発電環境アセスメントコンソ ー シアム」が、 当該地

域の復典にも資することを目的として配慮書手続を実施した「（仮称）福島阿武

隈風力発電構想」の一部を公募により承継したものであることから、地球温暖化

対策及び福島県の復典推進の観点からは望ましいものである。

一方で、 対象事業実施区域及びその周辺では、 絶滅のおそれのある野生動植

物の種の保存に関する法律（平成4年法律第75号。以下「種の保存法」という。）

に基づく国内希少野生動植物種に指定されているクマタカの生息が複数確認さ

れているほか、 同区域の周辺ではそのペアによる営巣及び繁殖が確認されてい

る。

本事業の実施に当たっては、以下の措置を適切に講ずるとともに、その旨を評

価書に記載すること。

1. 総論

事業実施に当たっては、 以下の取組を行うこと。

(1) 追加調査等について

改変区域の一部の範囲で植物の現地調査が行われていないため、 環境影響

の予測及び評価に影響を及ぼす可能性がある。このため、植物の現地調査につ

いては、 専門家に調査範囲を確認の上、 追加調査を行うこと。 また、 追加調査

の結果を踏まえ、 必要に応じて風力発電 設備及び取付道路等の附帯設備の構

造・配置並びに環境保全措置及び事後調査の内容等について再検討を行うこ

と。

(2) 事後調査について

ア ． 事後調査を適切に実施すること。また、その結果を踏まえ、必要に応じて、

追加的な環境保全措置を講ずること。

イ ． 上記の追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、これまでの調査結果

及び専門家等の助言を踏まえて、措置の内容が十分なものとなるよう客観的

かつ科学的に検討すること。

ウ ． 事後調査により本事業による環境影響を分析し、判明した結果に応じて講

ずる環境保全措置について、 検討の過程、 内容、 効果及び不確実性の程度に

ついて報告書として取りまとめ、 公表すること。

(3) 累積的影響について
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